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第6国衛生工学シンポジウム
1998.11北海道大学学術交流会館

1-4 
廃棄物関連の土壌・地下水汚染を対象とした汚染診断・修復システムの開発

者市徹、東海明宏、石井一英(北溜道大学)

康(クボタ)、和田卓也(建設技術研究所)、森下葉年(東和科学)0寺尾

1. Iまむめに

廃棄物の不法投棄・不適正保管・不適正処分に起因する土壌・地下水汚染が社会問題となっている。

汚染修復対策を迅速に進めるためには、調査・解析・修複等の個々のプロセスだけではなく、それら

の総合化、システム化も必要である。そこで汚染発覚後の調査から修彼対策代替案の提言までを一括

して行うことのできるシステム、すなわち医者が患者を診断し、しかるべき総合判断を基にした処方

鐘を提承することをイメージとした f持換診断修復支援システム:J1) (以下診断システムと記す)の

確立を最終目標とし研究に取り組んでいる。今回は、廃棄物による汚染の対策の考え方及び診断シス

テムのフレームを整理し、さらに診断システムの構成要素のうち診断カルテ、デ…タ管理システム及

び修復方法の設計に関しての中間報告を行う。
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2.廃棄物による汚染対策の考え方

2.1対策のフ口一〈図1) 

⑥情報開示、コミュニケーション

緊急対策:汚策調査によってリスクカ塙いと判盤持されたものに立すするもの{汚猿滋の撤去なお
人の豊富E誌や環境に影留守を及ぼす危険があるものに対するもの

(俊民への告知、敷地外への流出防止、飲料伽i自主)
応急対策:汚築が鉱大する怒れのあるものに対するもの

(緊愁対策で行われなかった対策、流出・拡散防止対策など〉
恒久対策応怒対策時!こ行えなかった媒体の修復ー跡地事IJffl*で考慮!こ入れた対策

関1 鹿築物による土壌・地下水汚染対策の考え方

図 1に夫氏したスコーピングは、汚染サイト全体を見渡し、開題点を整理し、今後どのような方針で

対策を講ずるべきか、つまり現実的に実行可能な対策をどの程度の期間で、どのような頼序で実行す

るかを計画する重要なパートであると位龍づけられる。具体的なスコ_l::::0ングのイメージを図 2に示

す。スコーピングとは、修復計画を策定するにあたっての税約条件を考慮、しながら、既存情報の収集、

初期現場調査を行い、必要に応じて緊急対策の実施を行ラ。またアウトプットとして、①浄化方法(持
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化目標、期間、コストの

前提条件の予備的決定、

各段措での目的と作業内

容)、②調査計闘(測定

範囲、位壁、媒体、測定

参加主体 霊登終意~決定者 繍綴援供者

i 社会(住民磁波悶体)I~亙亘←→|等棟、コンサル1t::'-l-o )l-:t.J町議|

考醸すべき事項

-汚染の翁(地形、地質)

汚染物質、サンプリン |:E223護類、役状
グ・分析方法)、@予備 |:2222の蹴

10土地所弱者

的な応愈対策の代替葉、 i :32J話回主体
④適用される法律の整理、i・浄化棚
@社会(住民)との連絡|忽?探

手段、合意形成・情報開卜関適法律

示に関する計画をまとめ

た「浄化構想計爾Jを構

築するo

-各自治体の上位計図
{療援物針闘など)

-銭E主の聖書懇 浄化構想針圏

{喜正存f商総収書籍カルテ〕

汚染1車徽去、銭渓への告知、
飲料制限など

.~静化方針(浄化鑓線、期筒、コストの制捜条件の予程調的決定
各段織でのお約、作書量肉容)

・閥資計悶{溺~~車問、位夜、媒体、若草定汚染物質、サンプリング・分析方法)
.予機的な応急対策の代答案
・2軍用される法鋒のE聖護
-社会(住民)との望書絡手段、合意形成、4官級銅示iこ翻する針盟

3.診断システムの構成

診断システムの主たる
国2スコーピングのフロー、参加主体及び考慮事壊

要素とその構成について圏 31汚染診断修復支媛システム
に示す。診断システムは、診

修彼方法のlIIt針

・著書繁銭衡のスクリーニング
.代替察檎祭
・代告書き器解俄

断カルテ、データ管理システ

ム、解折/評価(シミュレー

ション)、修復方法の設計とい

う4つの要素で構成される。

シミュレーションは得られた

情報や測定結果などをもとに

地質構造の推定、地下水流れ

場の推定、汚染物質移動予測、

修復効果予測等を行うものと

して位置づけられるが、これ

は今後の課題として、以下で

は他の要素である診断カルテ、
】図3汚染齢断修復支接システムの主たる嬰紫とその檎成

データ管理システム及び修復方法の設計について述べるo

3. 1診断カルテ

診断カルテとは、調査詩的、調査項目、評価項宮、次段措へ向けての計聞に関して記入する標準化

されたシートである。また調査を行う上で、のチェツクシート的な役割を果たし、調査の漏れの有無だ

けでなく、今後どの部分の調査が必要であるか確認するためにも用いることができる。また廃棄物に

よる汚染では、汚染の穂類によって既存情報が異なるので、不法投棄、不適正保管、最終処分場それ

ぞれ異なったカルテが必要で、あり、また調査の進行段階に応じて内容も変化する。そこで、不適正保

管現場を対象としたスコ-c-1:::0ング段階の初期現場調査の診断カルテを表 1に示す。初期現場調査は罫

視を含めた調査を実施することが重要であり、高汚染領域や敷地外へ流出しそうな箇所といった緊急
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度の高い部分

を抽出するこ

とがポイント

である。また

住民への開き

取り調査など

も行い、今後

の浄化対策に

おいてどのよ

うな対策を優

先することを

望んでいるか

を予め調べる

ことも必要で

ある o 初期現

場調査の評価

事項としては、

廃棄物の汚染

糠としてのリ

スク、汚染物

質の移動・拡

散状況、敷地

外への流出の

有無、汚染水

の飲用、また

他の持染源有

無についてで

ある。

3.2 GIS(地理

情報システム)

を利用したデ

ータ管理シス

テム

診断カルテ

表 1 初期現場調査カルテ{不適正保管現塙を想定)
自
既汚存染繍サ殺イトでが不周足辺しのてよい全た車機霊場報Iこ収影銭響。を既与え存て情い報るの地確下を認拘引する。クリテイカJむな場所が無いか議録する的

!慈善聾 方法 分類 :1113 犯入機

廃棄物 車議題と保管状混

容器の表Be

容器の穏類

狸墜
奥気

i受出水 1I1出水の省無
|色

箆
|幾1!l:
|浮遊物.泌の省銀

視
f霊 |容器の数

汚 |体積

染 状態 |震を方
源 l廃食皮合い

腐食割合

高汚染領域クリアイカルポイント
直クリ室テすイれカルばポそイのン場ト所の有無

化学総成‘成分分析、溶出斌殴ME葉 3喜善亀議問
リング 水溜まり) S審議寝包
分析* 義務項密

書量E富士趨 基準演目
大気 基調協議g

地形白地震 ~ iこ関する追加憾毅
事量熔土穣 Is 

医
塁本の格渇

視
河川 色

腐 湖沼 奥気
辺

水{そたれまぞりれについて) I浮魚遊、小物動、減物のの奥有常線の有線買際
域 議濁:t.:Il 護審議議呂

サンプ 表流水 パックグランド悩

リング 河川
分析. 滋沼

地下車それ相エについて}

住民 瞳燦状況

[使用井戸のil<Jl(奥婚の革著書聖}

腐 関 汚染貌檎に隠する筒報

辺 ~ 綾盆 作物の奥常の有無
土 取 遺産 |街.乳製品の奥常の省鍛

地 漁S量 |魚の奥常の省銀
利 度媛、率重量所 |使用化学物質、短径
}羽 会費量形成 |各土地利用者の疑問点緩望など

サンプリング 食品 成分分析
分析事

廃棄物総合評価{湾築滋リスク)

自視 l汚染物質の移動・鉱散状況

静
分析 |敷地外への汚染流出

結果 |飲料用井戸の汚銭の有無
価

脂沼環境への盟主憲章(人体への鐙燦影響、綴金へのE革審撃の脊鮫}
3考書長滋と路辺重量畿の図謀関係{パックグランド{穫との比較}

緊怒度の総合判断

汚染源撤去の必要性

計
， 止対策の必要性
汚染水飲用制限の必姿伎
Iii 
臆随作物、魚等の飲食制覇2の必喜要性
再協交の必要性.及び目的・ 1興関

そ
(留君重複環)

の

偽

牢測定頃自などはスコーピングで決定

にまとめられる調査項詩は、多くの地点について非常に多岐にわたる。結果として数多くの汚染物質

のデータを取り扱うことになるが、個々のデータをサイトの地点データと結びつけ、濃度分布等を現

場地図上で考察することによって、持染の広がりを確実に把握することが出来る。これを実現するツ

-17-



関4(a)汚染実態調査(土壌中汚染物質濃度分布)

(g) 4(0)区域凶

ーノレが GIS(地理情報システム)である。 GIS土壌・

地下水汚染データ管理システム(以下データ管理

システムと呼ぶ)の役割は、診断システムiのヂー

タベースを提供し、各種ヂータの表示・入力を行

うことである。現地調査で得られたヂータ(例えば、

汚染物資濃度の分析結果や記録写真など)は、デー

タ管理システムにおいて、必要に芯じて検索や抽

出の対象となり、さらに地問上の点や顕形の属性

とリンクされているので、ユーザーは様々な情報

を一枚の地図上に重ね合わせ尤表示することが可

能になる。また、地質推定や地下水および汚染物

質の拡散状況等を行う解析ソフト八境界条件など

のパラメータを受け渡すヂータの変換ツールとし

ても-GISを役立てることができると考えられる。

さらに、シミュレーション結果の表示も合わせて

行うことができれば、具体的な修接対策の計画、

設計、最適化等が検討でき、路工管理、修復効果

の評価も可能になると考えられる。

図 4にデータ管理システムで作成した主題図と

区域閣の伊iを示す。主題図とはその地点(または

区画)の持つ属性ヂータをシンボルの大きさや甑

で表現する地図のことであり、データ管理システ

ムで得られるヂータの検索結果をもとに作成した

ものである。函 4の(a)，(b)は調査の結果得られた

土壊中汚染物質の濃度を示した留である。 (a)は汚

染物質の濃度を表示した円の大きさで表しており、

(b)では環境基準値を上回る地点、を色分けして示し

ている。すなわち、本データ管理システムにより

ユーザ、は蓄積されている情報を有効な形式に整理

し2次元の地図上に表示できることを示している。

さらに土壌中の深度を組み合わせることにより、 2

次元の地理情報を 3次元的にに拡張することも可

能である。また(c)の図はデータ管理システムで現

場の状況を撮影した画像ヂータを表示させたもの

であり、本ヂータ管理システムが文字や数字の情

報に加えて、爾像などのデータについても一元的

に管理できることを示しており、意思決定者であ

る診断システムのユーザにとって非常に有効なツ

l ーノレとなりうるととを示している。

3.3修盤方法の設計における修視プロセスの選択手I1関

3.3.1 US.EPAによる修復プロセスの分類と選択方法

-18-



US.EPAでは、スーパーファンド事業の中で、

RIIFSを実施し、適切な数の汚染修復代替案を、

その評価とともに意思決定者に提示する 1)O

RIIFSでは便宜的に修復技術を 3種類に分類し

ている。表 2Iζ地下水を対象とした修護プロセ

スの分類から一部を抜特したものを示す。診断

システムにおいても、 RIIFSと冊様の技術分類

を行い、日本において適用可能な修復プロセス

の技術情報に関するデータベースを構築してお

く必要さがある。データベースの構築については

今後の課題とし、表 2のような技術情報データ

ベースを仮定して、診断システムにおけるプロ

セス選択の手)1韻を詳述する。 RIIFSは、スーパ

ーファンド事業の中で、サイトの予備調査や緊

急措置の実施が行われた後の作業として位置

づけられる。具体的には、修復プロセスの選

択、修復代替案の構築、修復代替案の評価と

いった各段階において、汚染サイトでの施工

性、有効性やコスト、実行可能性といったク

ライテリアをもとに要素技術のスクリーニン

グを行い、これらを組み合わせて代替案の構

築を行う。間 5に RIIFSのフローにおける

修複プロセスの選択方法を示す。 RIIFSにお

いては、サイトの調査や個々の技術の適用可

能性調査と並行して、要素技術のスクリーニ

ングや代替案の構築、それぞれの代替案に関

する評価を行うことが特徴である。すなわち、

調査によって得られるデータを用いてプロセ

スの選択が行われるとともに、プロセスの選

表2 地下水を対象としたRI/FSにおける

修盤プロセスの分類(抜粋)

一般(的大な分対類応)処震
方法

対策なし

制度上の処置

徐去

封じ込め

処護

汚染サイト
糠遣を

技(中術分の類穏)類

なし

代替水の供給

モータリング

抽出

排水施設

キャッピング

ま表直バリア

生物処理

物理化学処理

熱分解

原位霞処理

要{小素分技齢術

なし

市水供給

地下水モータリング

抽出井

排水溶

コンクジート

アスファノレト

スラリー媛

グラウトカーテン

好気処理

嫌気処理

ストPッピング
活性炭吸着

イオン交換

ロ…タpーキノレン

流動床

バイオベンティング

エアースパ}ジング

国5 RI/FSのフローにおける修復プロセス選択方法

択を自的として必要とされるヂータを得るための調査が計画・実行される。

3.3.2スコーピングにおけるプロセス選択

図 1の診断システムで、スコーピンクゃに始まる各段階におけるプロセス選択の概念を、 RIIFSの考

え方を参考に、特に修複時間・タイミングといった修復の時間軸を重視するという観点から構築した

のが図 6である。修復の対象としては、麗棄物の不適正保管現場を想定した。スコーピングでは汚染

修復全体のフローの中で実施されるべき対策のおおよその工程を費用や時間などの制約条件を加味し

ながら計画する。この段階では予備調査や現地調査の結果しか得られていないため、サイトに対する

個々の要素技術の評価を行うことは通常国難である。

そこでスコーピングにおいては緊急対策実施の必要性について判断するとともに、結急対策、恒久

対策としてなすべき修復プロセスの選択を技締情報データベースの大分類を用いて行い、修復プロセ

ス全体の浄化構想計画を策定する。廃棄物に起因する汚染が発見された場合には、まず汚染源の撤去

を行うことが重要である。しかし、関 6の例ではスコーピング時に実行可能性・施工までの時間・コ
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ストをクライテリ

アとして立入規

制・代替水の供給

が選択されており、

応念対策・恒久対

策として汚染拡散

の防止や汚染され

た地下水や土壌の

処理が選択された

ことを示している。

3.3.3応急対築・恒

久対築におけるプ

ロセス選択

スコーピングに

続く概況調査は、J;f;急対策の計画および'憧久対策選定のために行う。応急対策は緊魯対策で実施すべ

きと判断された対策のうち、コストなどの制約により実施できなかった対策や娘られた時間で実施で

きるものを選択する。ここでの修復対策の選択は、コスト、修後期賠、法律的な実行可能性等の制約

を満足する対策技僻の中から、シミュレーションによる対策効果予測などを参考にすることができる。

修復対策選択の各段階におけるクライテリアについては今後さらに検討する必要があるが、診断シス

テムでは修復プロセスの選択を段階的に行い、各段階で必要となる調査デー夕刻頓次整理してから調

査を実施することにより、修復対策全体を円滑に、効率的に進めることができると考えられる。

4.おわりに

本研究では、廃棄物による土壌・地下水汚染対策の考え方を整理し、さらに土壊地下水汚染診断修

復支援システムにおける診断カルテ、 GIS(地理情報システム)を科用した調査ヂータの管理と修復

の時間馳に注詩した修復プロセスの選択手!壌を示した。診断カルテについては、特に初期現場調査に

おいて緊急度の高い部分を抽出することが重要である。データ管理システムは調査データのデ}タベ

ースとして位置付けられるのみならず、地質解析や地下水汚染解析ソフトとのデータのやりとりを行

い、修復プロセス選択の意思決定を支援するためのインターフェース在提供するものである。また、

修模プロセスの選択にあたっては、修復対策全体の達成目標や時間軸を考慮したおおよその工程を定

めることが護要で、それに基づき調査と修復プロセスの選択とを同時に進めることにより、汚染修鑑

全体のフローがより効率的になると期待できる。

この研究は、 CDR研究会の平成9年度の研究成果の一部である。
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